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第１ 目的 

この指針は、都民の健康と安全を確保する環境に関する条例（平成 12 年東京都条例第 215

号。以下「条例」という。）第 17条の３第１項の規定により、特定開発事業者、地域エネルギ

ー供給事業者、地域エネルギー供給事業者の供給対象となる者、特定開発区域等におけるエネ

ルギーの有効利用にかかわるその他事業者が、特定開発事業によって生じる環境への負荷の低

減を図るために行う、エネルギー有効利用計画書の作成、地域エネルギー供給計画書の作成、

地域冷暖房区域の指定その他のエネルギーの有効利用に関する事項について定めることを目

的とする。 

 

第２ 用語の定義 

この指針において使用する用語は、特段の定めがある場合を除き、条例及び都民の健康と安

全を確保する環境に関する条例施行規則（平成 13年東京都規則第 34号。以下「規則」という。）

において使用する用語の例による。 

 

第３ 特定開発事業におけるエネルギーの有効利用 

１ 省エネルギー性能目標値の設定等 

(1) 省エネルギー性能目標値の設定方法 

条例第 17条の４の規定による、エネルギーの使用の合理化に関する性能（以下「省エネ

ルギー性能」という。）の目標値（以下「省エネルギー性能目標値」という。）の設定方法は、

別表第１のとおりとする。 

(2) 省エネルギー性能目標値の達成状況の検証方法 

(1)で設定した省エネルギー性能目標値の達成状況の検証方法は、別表第２に基づき、あら

かじめ特別大規模特定建築物のエネルギー使用量を予測するとともに、工事完了後、当該エ

ネルギーの使用量の状況を把握することとする。さらに、当該把握したエネルギー使用状況

の結果に応じて、設備機器の運転及び制御方法の調整を行うこととする。 

 

２ 利用可能エネルギーを利用するための設備の導入の検討 

条例第 17 条の５の規定による、再生可能エネルギーその他有効利用を図ることが可能なエ

ネルギーとして規則第８条の４に定めるエネルギー（以下「利用可能エネルギー」という。）

を利用するための設備の導入についての検討方法は、次のとおりとする。 



  

(1) 太陽光以外の利用可能エネルギーを利用するための設備の導入 

ア 基本条件の検討 

規則第８条の４の表の上欄に掲げる範囲の区分ごとに、当該下欄に定める利用可能エネ

ルギーの存在を把握した上で、次に掲げる基本的な要件に該当するか否かを確認する検討

を行うこと。 

(ｱ) 十分な利用可能エネルギーの量の存在が推定されるものとして、別表第３の左欄に掲

げる利用可能エネルギーの区分に応じ、当該右欄に定める条件を満たすものがあること。 

(ｲ) 利用可能エネルギーを利用するために必要となる導管の敷設ルート上において、河川、

鉄道、地下構造物（地下式構造の鉄道、地下道、地下駐車場等）、地下埋設物（上下水

道及び都市ガス配管の幹線等）等の地域的な制約条件がないこと。 

(ｳ) 河川水又は海水にあっては、取水設備及び放水設備の設置可能箇所、取水管及び放水

管の経路等 

イ 詳細検討 

アに掲げる基本的な要件に該当するときは、利用可能エネルギーが生じる事業活動を行

う事業者等に協力を求めること等により、次に掲げる事項について把握するとともに、利

用可能エネルギーを利用するための設備の導入について検討すること。 

(ｱ) 利用可能エネルギーの利用可能量 

(ｲ) 利用可能エネルギーを利用するための設備の導入の可能性として、当該設備改修予定

の有無、当該設備改修と特定開発事業における工事工程との整合性等 

(2) 太陽光を利用するための設備の導入 

日照時間が十分確保できる太陽光を利用する設備の設置箇所があるか否かを確認する検

討を行うこと。 

 

３ 地域冷暖房の導入検討等 

(1)  地域冷暖房の導入検討 

条例第 17条の６の規定による地域冷暖房の導入の検討方法は、次のとおりとする。 

ア 特定開発事業において新築等を行う建築物の用途等の特性、熱需要予測、地域冷暖房の

周辺への拡張性、利用可能エネルギーの有無等の基本条件について調査を行うこと。なお、

熱需要予測については、熱需要に関する公表されている文献データ及び実態を踏まえ適切

な原単位を用いて行うものとし、当該原単位については、別表第４の各項に掲げる添付書

類に明示するものとする。 

イ 特定開発事業における地域冷暖房の導入への適性として、アの調査結果を踏まえ、次に

掲げる事項への該当を検討すること。 

(ｱ) 特定開発事業において新築等を行う建築物が１棟である場合にあっては、特定開発区

域の周辺の地域の建築物又は特定開発区域等の既存の建築物への熱供給の可能性があ

ること。 

(ｲ)  特定開発区域等において、冷房又は暖房及び給湯の用に供される熱の量のいずれかの

１時間当たりの最大値が 21ギガジュール以上となるものと予測されること。 

(ｳ)  特定開発事業において新築等を行う建築物について、住宅、駐車場、倉庫、工場等以



  

外の熱需要の大きい用途に供されている部分が大部分であること。 

(ｴ)  外気条件の季節変動又は特定開発区域等における建築物の用途若しくは時間による

熱負荷の変動（以下「熱負荷特性」という。）から判断して、地域冷暖房の導入により

熱負荷の平準化を図ることが可能なこと。 

ウ イに掲げる要件に該当するときは、次に揚げる事項への該当を検討すること。 

(ｱ)  熱供給の対象となる建築物に熱媒体を搬送するための導管を敷設するルートが確保

できること。 

(ｲ) 他の地域エネルギー供給事業者及び特定開発事業の実施前に既に特定開発区域にお

いてエネルギー供給を行っている地域エネルギー供給事業者（以下「既存地域エネルギ

ー供給事業者」という。）が存在しない場合にあっては、特定開発事業において新築等

を行う建築物について、熱供給プラント（熱源機器、ポンプ、冷却塔、蓄熱槽等をいう。

以下同じ。）を設置するスペースがあること。 

(ｳ) 他の地域エネルギー供給事業者又は既存地域エネルギー供給事業者が存在する場合

で、自ら熱供給プラントを設置しないときにあっては、当該他の地域エネルギー供給事

業者又は当該既存地域エネルギー供給事業者が設置する熱供給プラントから供給され

る熱を、特定開発区域の建築物へ供給する熱として利用すること。 

(2) 他の地域エネルギー供給事業者との供給する熱の相互利用 

条例第 17条の 11第４項の規定による供給する熱の相互利用の検討方法は、次のとおりと

する。 

ア  次の可能性について検討すること。 

(ｱ) 相互利用のための導管の敷設ルートの確保の可能性 

(ｲ) 熱の相互利用の可能性 

イ アの可能性がある場合にあっては、次の事項について検討すること。 

(ｱ) 熱供給の供給条件（熱媒体の種類、温度、圧力）の整合 

(ｲ) 相互利用した場合の供給する熱のエネルギー効率及び評価の予測 

(ｳ) 導管の接続工事の工程等の整合 

 

４ エネルギー有効利用計画書の作成 

条例第 17条の７の規定によるエネルギー有効利用計画書の作成方法は、次のとおりとする。 

(1) エネルギー有効利用計画書の様式は、別記第１号様式のとおりとする。 

(2) 条例第 17条の７第４号の省エネルギー性能目標値については、１(1)により設定した目標

値を記載するものとする。 

(3) 条例第 17 条の７第５号に規定する省エネルギー性能目標値の達成状況の検証方法は、１

(2)により実施しようとする当該検証方法について記載するものとする。 

(4) 条例第 17条の７第６号の利用可能エネルギーを利用するための設備の導入の検討内容及

び検討結果については、２の方法により検討した内容及びその結果について記載するもの

とする。この場合において、当該設備の導入が困難な場合には、その理由を記載するもの

とする。また、利用可能エネルギー以外の再生可能エネルギーその他有効利用を図ること

が可能なエネルギーを利用する設備を導入する場合には、当該設備の種類を記載するもの



  

とする。 

(5) 条例第 17 条の７第７号の地域冷暖房の導入の検討内容及び検討結果については、３(1)

の方法により検討した内容及びその結果について記載するものとする。この場合において、

地域冷暖房の導入をしないときは、その理由を記載するとともに、規則第８条の５第３項

の規定により、導入する熱源機器の概要を記載するものとする。 

(6) エネルギー有効利用計画書を知事に提出するときは、別表第４ １の項の添付書類の欄に

掲げる書類を添付するものとする。 

 

第４ 地域エネルギー供給におけるエネルギーの有効利用 

１ 地域エネルギー供給事業者のエネルギーの有効利用に係る措置 

条例第 17条の 10の規定による、特定開発区域等における建築物へのエネルギーの供給に関

して講じるエネルギーの有効利用について必要な措置は、次のとおりとする。 

(1) 設備機器の運転制御、利用可能エネルギーの利用及び熱の相互利用に係る措置 

地域エネルギー供給事業者は、エネルギーの供給を行う対象となる建築物（以下「エネル

ギー供給対象建築物」という。）の熱負荷特性に応じた設備機器の容量の最適化、台数制御

運転等を行うことによりエネルギーの使用の合理化を図るとともに、利用可能エネルギーの

利用及び他の地域エネルギー供給者との熱の相互利用を最大限に行い、エネルギーの有効利

用を図るものとする。 

(2) 保守管理及び設備更新等に係る措置 

地域エネルギー供給事業者は、設備機器のエネルギー使用状況・効率を把握し、設備機器

の適切な保守管理を行うとともに、改修及び設備更新を計画的に実施し、常にエネルギー効

率の向上を図るものとする。 

(3) 熱電併給設備に係る措置 

地域エネルギー供給事業者は、熱電併給設備により熱と併せて電気を発生させ、当該熱電

併給設備が設置されている建築物内の熱及び電力需要を賄うとともに、他人への熱及び電気

の供給を行う場合は、熱供給の対象となる建築物の用途又は熱負荷特性に応じた熱電併給設

備の設置、運転制御等を行い、エネルギーの使用の合理化を図るものとする。 

(4) エネルギー供給受入者との連携 

地域エネルギー供給事業者は、エネルギーの有効利用を図るために、エネルギー供給受入

者と行う連携及び協力の方法は、次のとおりとする。 

  ア  効率的な熱供給を図るよう、冷房のピーク負荷時期以外は、供給する冷水の送り温度を

上げることを協議すること。 

   イ  効率的な熱供給を図るよう、熱媒体の供給圧力を下げることを協議すること。 

    

２ 地域エネルギー供給計画書の作成等 

(1) 地域エネルギー供給計画書の作成 

条例第 17条の 11第１項の規定による地域エネルギー供給計画書の作成方法は、次のと 

おりとする。 

ア 地域エネルギー供給計画書の様式は、別記第２号様式のとおりとする。 



  

イ 条例第 17条の 11第１項第５号の供給する熱のエネルギー効率の値については、規則別

表第１の４ １の項備考に規定する方法により算定するものとする。 

ウ 規則第８条の９第３項第２号の供給する熱のエネルギー効率の評価は、別表第５の左欄

に掲げる供給する熱のエネルギー効率の値の区分に応じ、当該右欄に定める評価を行うも

のとする。 

エ 規則第８条の９第３項第５号の他の地域エネルギー供給事業者との供給する熱の相互

利用の検討内容は、第３ ３(2)による検討の内容を反映させるものとする。 

オ 地域エネルギー供給計画書を知事に提出するときは、別表第４ ２の項の添付書類の欄

に掲げる書類を添付するものとする。 

(2) エネルギーの有効利用に係る措置の検討 

(1)による地域エネルギー供給計画書の作成に当たっては、１によるエネルギーの有効利

用に係る措置を計画に反映させるものとする。 

 

３ 地域エネルギー供給実績報告書の作成 

条例第 17条の 15の規定による地域エネルギー供給実績報告書の作成方法は、次のとおりと

する。 

(1) 地域エネルギー供給実績報告書の様式は、別記第３号様式のとおりとする。 

(2) ２(1)イ及びウの規定は、地域エネルギー供給実績報告書の作成について準用する。 

(3) 地域エネルギー供給実績報告書を知事に提出するときは、別表第４ ３の項の添付書類の

欄に掲げる書類を添付するものとする。 

(4) 前年度のエネルギー供給の実績において、条例第 17条の 20第１項第１号に規定する規則

で定める基準を下回ったとき、同項第２号に規定する条例第 17条の 18第１項の規則で定め

る熱の量を下回ったとき、及び同項第５号に規定する条例第 17条の 18第１項の規則で定め

る基準を満たさなかったときは、熱供給施設（熱供給プラント及び導管をいう。以下同じ。）

の改善について、別記第４号様式による改善計画書を添付するものとする。この場合におい

ては、当該改善計画書を提出した日の属する年度の翌年度から熱供給施設の改善が終了する

日の属する年度の翌年度までの間、当該改善の実績について、別記第５号様式による改善報

告書を添付するものとする。 

 

第５ エネルギーの有効利用にかかわるその他事業者の協力等 

１ 利用可能エネルギーに係る事業者 

(1) 条例第 17条の17第１項の規定による特定開発事業者が行う利用可能エネルギーを利用す

るための設備の導入についての検討への協力の方法は、特定開発事業者が第３ ２の規定に

より行う検討に必要な情報を提供することとする。 

(2) 条例第 17条の17第１項の規定による地域エネルギー供給事業者が行う利用可能エネルギ

ーの利用への協力の方法は、地域エネルギー供給事業者からの当該利用に当たっての協議に

対し、可能な限り当該協議に応じることとする。 

 

 



  

２ 他の地域エネルギー供給事業者 

(1) 条例第 17条の17第２項の規定による特定開発事業者が行う供給する熱の相互利用につい

ての検討への協力の方法は、当該特定開発事業者が第３ ３(2)の規定により行う検討に必要

な情報を提供することとする。 

(2) 条例第 17条の17第２項の規定による地域エネルギー供給事業者が行う供給する熱の相互

利用についての協力は、当該地域エネルギー供給事業者との間で熱供給設備の運転方法の調

整を行うこととする。 

 

３ 熱電併給設備の設置者及び所有者又は管理者 

(1) 熱電併給設備の設置者 

条例第 17条の 17第３項の規定による、熱を提供しようとする地域エネルギー供給事業者

の熱需要に応じた熱の損失の少ない最適な規模の熱電併給設備を設置するための方法は、発

電効率と排熱効率とを合わせた総合効率の高い熱電併給設備を設置することとする。 

(2) 熱電併給設備の所有者又は管理者 

条例第 17条の 17第４項の規定による、地域エネルギー供給事業者に対する熱電併給設備

による効率的な熱の提供の方法は、次のとおりとする。 

   ア 地域エネルギー供給事業者と協議の上、熱需要及び電力需要の大きい時間帯を把握し 

熱電併給設備全体の総合効率が優れた運用を行うこと。 

イ 熱電併給設備の運用方法についての情報提供を行うこと。 

 

４ エネルギー供給受入者 

条例第 17条の 17第５項の規定による、地域エネルギー供給事業者が行うエネルギーの有効

利用に係る措置への協力の方法は、次のとおりとする 

(1) 冷房のピーク負荷時期以外は、季節変動及び建築物の使用状況から判断し、可能な限り、

冷水温度の調整を行うこと。 

(2) 可能な限り、冷温水の圧力の調整を行うこと。 

 

第６ 熱供給の受入れ 

１ 熱供給の受入れの検討 

条例第 17条の21第１項の規定による熱供給の受入検討建築主等が行う供給する熱の受入れ

についての協議及び検討の方法は、次の事項について協議し、検討することとする。 

ア 熱を受け入れる側の建築物（以下「受入側建築物」という。）の冷房、暖房及び給湯の熱

需要及び熱負荷特性に応じた熱供給の可能性 

イ 受入側建築物への導管の接続の可能性 

ウ 受入側建築物の工事工程に合わせた熱供給施設の工事工程の調整の可能性 

 

２ 熱供給受入検討報告書の作成 

(1) 規則第８条の 22 第４項の地域エネルギー供給事業者との協議内容及び供給する熱の受入

に関する検討状況を示す書類（以下「熱供給受入検討報告書」という。）は、別記第６号様



  

式のとおりとする。 

(2) 熱供給受入検討報告書を知事に提出するときは、別表第４ ４の項の添付書類の欄に掲げ

る書類を添付するものとする。 

 



  

附 則（平成二五年告示第四五七号） 

１ この告示は、平成二十五年四月一日から施行する。 

２ 都民の健康と安全を確保する環境に関する条例施行規則の一部を改正する規則（平成二十五

年東京都規則第九十六号。以下「一部改正規則」という。）附則第二項の規定によりなお従前

の例によるとされる特別大規模特定建築物の増築については、当分の間、この告示による改正

後の東京都エネルギー有効利用指針（以下「新指針」という。）別表第一及び別記第一号様式

から第三号様式までの規定（以下「改正後の規定」という。）にかかわらず、なお従前の例に

よる。 

３ 都民の健康と安全を確保する環境に関する条例（平成十二年東京都条例第二百十五号。以下

「条例」という。）第十七条の三第一項に規定する特定開発事業者（建築物の新築を行う事業

をしようとする者に限る。以下同じ。）であって、一部改正規則附則第三項の規定により非住

宅用途に供する部分がなお従前の例によるとされたもの又は一部改正規則附則第四項に規定

する場合において施行日前に条例第十七条の七の規定によりエネルギー有効利用計画書を提

出したものが住宅用途に供する部分のみについて新目標値を記載したエネルギー有効利用計

画書を届け出ることとなったものについては、改正後の規定にかかわらず、なお従前の例によ

る。 

４ 特定開発事業者であって、一部改正規則附則第三項の規定により住宅用途に供する部分のみ

がなお従前の例によるとされたもの又は一部改正規則附則第四項に規定する場合において施

行日前に条例第十七条の七の規定によりエネルギー有効利用計画書を提出したものが非住宅

用途に供する部分のみについて新目標値を記載したエネルギー有効利用計画書を届け出るこ

ととなったものについては、新指針別表第一 三の項中「当該建築物の全体」とあるのは「当

該建築物のうち、規則第８条の３第２項第２号から第９号までに規定する用途に供する部分」

と読み替えて適用し、新指針別記第一号様式その二及びその三の規定にかかわらず、附則様式

その一及びその二の規定によるものとする。 

５ この告示の施行の際、この告示による改正前の東京都エネルギー有効利用指針別記第一号様

式から第三号様式までによる用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用する

ことができる。 

 

附 則（平成二六年告示第四百十一号） 

１ 条例第十七条の三第一項に規定する特定開発事業者（以下「特定開発事業者」という。）で 

あって、旧評価方法基準適用者（平成二十六年国土交通省告示第百五十一号による改正前の

平成十三年国土交通省告示第千三百四十七号の規定による基準（以下「旧評価方法基準」と

いう。）の適用を受ける者をいう。）であるものが、条例第十七条の七又は第十七条の八の規

定により、条例第十七条の四に規定する建築物について、エネルギー有効利用計画書に、規

則第八条の三第二項第一号に規定する用途に供する部分（以下「住宅部分」という。）に係る

条例第十七条の七第四号の目標値（以下「目標値」という。）を記載して提出しようとすると

きの当該目標値は、平成二十六年東京都告示第四百十二号による改正前の東京都建築物環境

配慮指針（平成二十一年東京都告示第千三百三十六号）別表第一エネルギーの使用の合理化

の部建築物の熱負荷の低減の項住宅用途の欄の規定（以下「改正前の配慮指針の規定」とい



  

う。）に基づいて、設定しなければならない。 

２ 特定開発事業者であって、この告示の施行の日（以下「施行日」という。）前に条例第十七

条の七の規定により住宅部分に係るエネルギー有効利用計画書を提出したもの若しくは前項

の規定により改正前の配慮指針の規定に基づき設定した住宅部分に係る目標値を記載したエ

ネルギー有効利用計画書を提出したもの又は次項の規定により改正前の配慮指針の規定に基

づき設定した住宅部分に係る目標値を記載したエネルギー有効利用計画書を届け出たものが、

平成二十六年国土交通省告示第百五十一号による改正後の平成十三年国土交通省告示第千三

百四十七号の規定による基準の適用を受けることとなったときは、前項又は次項の規定にかか

わらず、条例第十七条の八の規定により、エネルギー有効利用計画書に、当該目標値として、

平成二十六年東京都告示第四百十二号による改正後の東京都建築物環境配慮指針別表第一エ

ネルギーの使用の合理化の部建築物の熱負荷の低減の項住宅用途の欄の規定（以下「改正後の

配慮指針の規定」という。）により設定した目標値を記載したものを届け出なければならない。

ただし、当該目標値に変更が生じない場合は、この限りでない。 

３ 特定開発事業者であって、施行日後に条例第十七条の七の規定により改正後の配慮指針の規

定により設定した住宅部分に係る目標値を記載したエネルギー有効利用計画書を提出したも

の又は前項の規定により改正後の配慮指針の規定に基づき設定した住宅部分に係る目標値を

記載したエネルギー有効利用計画書を届け出たものが、旧評価方法基準の適用を受けることと

なったときは、改正後の配慮指針の規定及び同項の規定にかかわらず、条例第十七条の八の規

定により、エネルギー有効利用計画書に、当該目標値として、改正前の配慮指針の規定により

設定した目標値を記載したものを届け出なければならない。ただし、当該目標値に変更が生じ

ない場合は、この限りでない。 

 

附 則（平成二六年告示第四百十一号） 

１ この告示は、平成二十六年四月一日から施行する。 

２ 都民の健康と安全を確保する環境に関する条例（平成十二年東京都条例第二百十五号）第十

七条の三第一項に規定する特定開発事業者であって、都民の健康と安全を確保する環境に関す

る条例施行規則の一部を改正する規則（平成二十六年東京都規則第二十九号。以下「一部改正

規則」という。）附則第六項の規定によりなお従前の例によるとされたもの又は一部改正規則

附則第八項に規定する場合においてこの告示の施行の日後に新目標値（一部改正規則附則第七

項の「新目標値」をいう。以下同じ。）を記載したエネルギー有効利用計画書を提出したもの

若しくは同項の規定により新目標値を記載したエネルギー有効利用計画書を届け出たものが

旧目標値（同項の「旧目標値」をいう。）を記載したエネルギー有効利用計画書を届け出るこ

ととなったものについては、この告示による改正後の東京都エネルギー有効利用指針別表第一

及び別記第一号様式の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

３ この告示の施行の際、この告示による改正前の東京都エネルギー有効利用指針別記第一号様

式から別記第三号様式までによる用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用

することができる。 

 

 



  

 附 則（平成二八年告示第千四百八十八号） 

１ この告示は、平成二十九年四月一日から施行する。 

 

 附 則（平成三〇年告示第三百九十六号） 

１ この告示は、平成三十年四月一日から施行する。 

２ この告示による改正後の東京都エネルギー有効利用指針別表第五の規定は、都民の健康と 

安全を確保する環境に関する条例（平成十二年東京都条例第二百十五号）第十七条の十五に

規定する地域エネルギー供給実績報告書に適用する場合にあっては、平成三十一年四月一日

から適用とする。 

  

  附 則(令和元年告示第一八八号) 

１ この告示は、令和元年七月一日から施行する。 

２  この告示の施行の際、この告示による改正前の平成二十一年東京都告示第千六百六十七号 

(東京都エネルギー有効利用指針)の一部改正の様式(この告示により改正されるものに限 

る。)による用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

 



  

 

 

特別大規模特定建

築物の用途 

設定が必要な場合 設定すべき事項 設定基準 

１ 規則第８条の

３第２項第１号

に規定する用途

に供する部分 

当該部分の延べ面

積が 2000㎡以上で

ある場合 

建築物の熱負荷の低減 

 

 

東京都建築物環境配慮指針（平成 21年東

京都告示第 1336号。以下「配慮指針」と

いう。）別表第１の評価基準の段階２以上 

２ 規則第８条の

３第２項第２号

から第８号まで

に規定する用途

に供する部分の

全部 

当該各用途に供す

る部分のいずれか

の延べ面積が 2000

㎡以上である場合 

建築物の熱負荷の低減 規則別表第１の５に規定する省エネルギ

ー性能基準の値のうち、建築物の熱負荷の

低減率の値以上 

３ 規則第８条の

３第２項第２号

から第９号まで

に規定する用途

に供する部分の

全部 

当該各用途に供す

る部分のいずれか

の延べ面積が 2000

㎡以上である場合 

設備システムのエネル

ギーの使用の合理化 

規則別表第１の５に規定する省エネルギ

ー性能基準の値のうち、設備システムのエ

ネルギー利用の低減率の値以上 

 

別表第２ 省エネルギー性能目標値の達成状況の検証方法 

１ エネルギー使用状況の予測

及び調査に係る措置 

 

 

 

 

 

 

(1)  特別大規模特定建築物における建築物全体及びエネルギ

ー種別ごとの一次エネルギー消費量について予測値を定め

るとともに計量を行い、その実測値との比較を行うこと。 

(2)  特別大規模特定建築物における空気調和設備等の設備シ

ステムごとの一次エネルギー消費量について予測値を定め

るとともに計量を行い、その実測値との比較を行うこと。 

(3)  熱源機器その他の主要設備のエネルギーの消費効率につ

いて予測値を定めるとともに計量を行い、その実測値との

比較を行うこと。 

２ 設備機器の運転及び制御方

法の調整に係る措置 

 

次に掲げる設備機器のうち、特別大規模特定建築物に設置する

設備機器について、工事完了後の設備機器の運転及び制御方法

の調整の有無について記載すること。 

(1)  空気調和の熱源側設備 

(2)  空気調和の二次側設備 

(3) 機械換気設備 

(4)  照明設備 

 

別表第１ 省エネルギー性能目標値の設定基準 



  

 

別表第３ 利用可能エネルギーを利用するための設備の導入の詳細な検討が必要となる場合の条    

件 

利用可能エネルギー

の種類 

条   件 

河川水の熱 最小水深が 50ｃｍ以上で、かつ、日平均流量が 8,000㎥以上である河川 

建築物の空気調和に

伴い排出される熱 

規則第８条の４の表の１の項の特定開発区域等にあっては、冬期（12月

から３月まで）の冷熱需要が日平均 10,000ＭＪ以上であると想定される

建築物。ただし、建築物の空気調和に伴い排出される熱を複数の建築物

の間で融通する場合は、特定開発事業における地域冷暖房が導入される

場合に限る。 

規則第８条の４の表の２の項の特定開発区域等に隣接し、又は道路を挟

んで近接する街区にあっては、延べ面積 50,000㎡を超える建築物。ただ

し、建築物の空気調和に伴い排出される熱を複数の建築物の間で融通す

る場合は、特定開発事業における地域冷暖房が導入される場合に限る。 

地下式構造の鉄道か

ら排出される熱 

日平均乗降客数が 10万人以上の駅 

 

別表第４ 計画書等の添付書類 

計画書等の種類 添付書類 

１ エネルギー有効

利用計画書 

１ 特定開発区域の位置及び面積並びに特定開発事業において新築等を

行う建築物の配置を示す図面 

２ 省エネルギー性能目標値の設定の根拠を示す書類 

３ 特定開発区域の周辺の開発動向等の状況を示す書類 

４ 熱需要の予測についてその根拠を示す書類 

５ 特定開発区域と利用可能エネルギーが生じる施設又は場所の位置

（導管敷設上の制約がある場合は、その内容を含む。）との関係を示す

図面 

６ 利用可能エネルギーを利用するための設備の導入に係る検討の詳細

を示す書類 

７ 利用可能エネルギーが生じる施設の改修の内容並びに特定開発事業

及び当該施設改修の工事工程を示す書類 

８ 日射条件の確保が不十分な場合にあっては、日射遮蔽
へい

物の位置及び

規模等その状況を示す書類 

２ 地域エネルギー

供給計画書 

１ エネルギー供給対象建築物の概要を示す書類 

２ エネルギー供給対象建築物におけるエネルギー需要の予測（熱負荷

特性を考慮したものとする。）の根拠を示す書類 

３ 熱供給プラントの位置及び熱供給プラントの収容建築物の概要を示

す書類 



  

４ 熱供給施設の構成及び供給能力を示す書類 

５ 利用可能エネルギーの種類及び年間の利用量の根拠、熱のエネルギ

ー効率の根拠並びに熱の相互利用の方法を示す書類 

６ 排出ガス中の窒素酸化物の量を抑制する措置を示す書類 

７ 熱供給施設の整備計画の工程を示す書類 

３ 地域エネルギー

供給実績報告書 

１ エネルギー供給対象建築物の概要を示す書類 

２ エネルギー供給対象建築物におけるエネルギー需要の実績（熱負荷

特性を考慮したものとする。）の根拠を示す書類 

３ 熱供給プラントの位置及び熱供給プラントの収容建築物の状況を示

す書類 

４ 熱供給施設の構成及び供給能力を示す書類 

５ 熱供給プラントにおいて使用したエネルギーの種類及び使用実績を

示す書類  

６ 利用可能エネルギーの利用方法、熱のエネルギー効率の根拠及び熱

の相互利用の方法を示す書類 

７ 排出ガス中の窒素酸化物の量を抑制する措置を示す書類 

８ 熱供給施設の更新計画を示す書類 

４ 熱供給受入検討

報告書 

１ 地域エネルギー供給事業者との協議内容を示す議事等の概要 

 

別表第５ 熱のエネルギー効率の評価 

供給する熱のエネルギー効率の値 評    価 

０．９０以上 ＡＡ 

０．８５以上 ０．９０未満 Ａ＋ 

０．８０以上 ０．８５未満 Ａ 

０．７３以上 ０．８０未満 Ａ－ 

０．７０以上 ０．７３未満 Ｂ 

０．７０未満 Ｃ 

 

 

 


